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令和７年度 利用調整指数表の考え方 

１ はじめに 

所沢市内の保育園等※の入園につきましては、客観的な指標により公平に判断するため利用

調整を行います。 

利用調整は、保育園等への入園申請をする児童（申請児童）が保育園等での保育をどれだけ

必要としているかを、提出された書類から点数化します（この点数を「利用調整指数（指

数）」と呼びます）。次に、指数の高い児童から順番に、希望する保育園等のなかで空いて

いる施設をご案内します（詳しくはＰ２をご覧ください）。 

この「利用調整指数表の考え方」では、指数を記載した利用調整指数表のそれぞれの項目に

ついての説明や、よくある質問を掲載しています。 

※保育園等・・・この「利用調整指数表の考え方」の中では、認可保育園、認定こども園（１

号認定を除く保育園部分）、地域型保育事業(事業所内保育事業の従業員枠

を除く)を指します（以降の「保育園等」も同様です。また、特に指定のな

い場合は所沢市内の施設を指します）。 

 

２ 指数について 

指数は、『基本指数』と『調整指数』の二つの項目を合計したものになります。 

この指数は各家庭の状況を点数化していることから、原則として児童１人の申請に対し１つ

の合計点となります。 

※ただし、「申請時点で所沢市から教育・保育給付認定を受けており地域型保育事業所や２

歳児クラスまでの認可保育園を卒園・卒室して４月入園を希望する場合」についての点数

は、国の優先利用の考え方に基づき希望施設ごとに合計点数が変動します。詳しくはＰ３２

をご覧ください。 

 

基本指数 －利用調整指数表の表面－       ※詳細はＰ６をご覧ください 

基本指数とは、保護者の方が児童を保育することが困難な理由（事由）ごとに、保育の必要

性を点数化したものを指します。 

例えば、父母ともに平日仕事をしていて児童を家庭で保育することが難しい状況（労働）で

あれば、父母それぞれの所定労働時間等に応じて点数化したものが基本指数となります。 

調整指数 －利用調整指数表の裏面－      ※詳細はＰ２０をご覧ください 

調整指数とは、基本指数以外での家庭の状況を点数化したものを指します。 
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所沢市の場合、調整指数は「家庭状況」（申請児童以外に兄弟姉妹がいる、生活保護を受け

ているなど）と、「申請児童の現在の保育先」（認可外保育施設を利用しているなど）の２

つの内容を調整指数として点数化しています。 

３ 利用調整について 

【利用調整の方法】 

利用調整は以下の方法で行われます。 

  ①申請者から提出のあった書類に基づき指数を算出します。 

  ②指数の合計点の高い児童から保育園等のご案内をします。 

  ③ご案内する保育園等は申請書で希望をした保育園等になります。第一希望から順番に確

認していき、空きのある保育園等へのご案内をします。 

【指数の合計点数が同点となる場合】 

指数の合計点が同点になる場合は、次の方法でご案内する順番を決定します。 

（１）下表を参照し、父母それぞれが該当する事由でのポイントの合計が高い世帯を優先しま

す（下表は「利用調整指数表」の裏面下部にも掲載しています）。なお、虐待・DVは

世帯合計で２０ポイントです。 

 

ポイント 事由 ポイント 事由 

20 虐待・ＤＶ 5 介護・看護 

9 災害 4 就学 

8 ひとり親 3 出産 

7 疾病・障害 2 求職活動 

6 労働 ／ ひとり親に準ずる場合 

 

例：Ａ男さんの世帯・・・指数：７３点 事由：父「労働」母「就学」 

Ｂ男さんの世帯・・・指数：７３点 事由：父「労働」母「労働」 

⇒指数が同点のため、父母それぞれの事由で順番を決めます。この場合、Ａ男さんの

世帯は、父「労働」６ポイント、母「就学」４ポイントで、世帯ポイントは１０ポ

イントとなります。一方、Ｂ男さんの世帯は、父「労働」６ポイント、母「労働」

６ポイントで、世帯ポイントは１２ポイントになります。このため、審査結果はＢ

男さんの世帯が優先されます。 

◎世帯ポイントは、同点となった世帯の優先順位を決めるために用いられるもので、指数

ではありません。 

◎上の表で、事由「ひとり親」について、例えば母子家庭で母の事由が「労働」であった

場合、世帯ポイントは 父「ひとり親」８ポイント、母「労働」６ポイント、合計１４

ポイントとなります。 

（２）（１）で同点だった場合は、世帯の基本指数の高い家庭を優先します。 
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（３）（２）でも同点だった場合は、令和７年度８月１日入園利用調整までは、令和６年度市

民税非課税世帯及び所得割額の少ない家庭を、令和７年度９月１日入園利用調整以降

は、令和 7年度市民税非課税世帯及び所得割額の少ない家庭を優先します。 

参考：利用調整の図解 

審査前 

 

審査後
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【兄弟姉妹で申込みする場合の希望条件】 

兄弟姉妹（児童２人以上）で申込みをされる方は、新規申請、転園申請に関わらず、以下の

３つのうち、希望する条件を一つ兄弟姉妹で統一して選択する必要があります。 

1 同園優先：兄弟姉妹で同じ園への入園を優先するが、調整ができない場合は別々の園や１

人のみ入園も可 

⇒他の兄弟姉妹の結果に伴って申請児童が保留にならない選択肢です。そのた

め、兄弟姉妹が別園で内定したり、兄弟姉妹の内１人だけが内定したりする場

合もあります。兄弟姉妹それぞれの申請に同じ希望施設がある場合で、かつそ

の施設について兄弟姉妹がそれぞれ内定となる場合に、希望施設の順位を下げ

て、同園で内定となるように調整するものです。 

２同月入園：入園する月が同じであれば別々の園も可 

⇒兄弟姉妹が全員同月に内定となる場合のみ利用調整結果が内定となります。兄

弟姉妹のいずれかの結果が保留となる場合は、他の兄弟姉妹全員が保留となり

ます。 

３同時同園：兄弟姉妹共に同じ月に同じ園への入園のみ可 

⇒兄弟姉妹が全員同月かつ同じ施設に内定する場合のみ利用調整結果が内定とな 

ります。兄弟姉妹のいずれかが同じ月に同じ施設で内定とならない場合は、他

の兄弟姉妹全員が保留となります。なお、希望園や希望順位は兄弟姉妹で揃え

る必要があります。 

【よくある質問】 

Ｑ：希望する保育園等は、１園だけ（単願）にしたほうが入園しやすいと聞きましたが本当で

すか？ 

Ａ：希望する保育園等が少ないと入園しやすくなる、ということは原則ありません。 

利用調整は、指数の高い家庭から順番に、申請書に書かれた保育園等で空きが生じている

施設をご案内します。他にも希望する保育園等があるにも関わらず、１園だけを希望して

申し込むと、その施設に入れるかどうかだけで調整されることになり、その 1園に空きが

なければ、どこにも入園ができないということが考えられます（希望欄に記載のない保育

園等につきましては、利用調整時に空きが生じたとしても調整の対象になりません）。 

利用を希望する保育園等は、受入れ予定表（空き情報）で空きがない園も含めて、全て記

載してください。なお、希望する保育園等の数に制限はありません。 

また、１つの保育園等を重複して記載した場合は、最上位の保育園等のみを有効とさせて

いただきます。 

例：希望する保育園等が次のように記載されていた場合 

① 希望施設が、第１希望：Ａ園、第２希望：Ｂ園、第３希望：Ａ園 の場合 

⇒第１希望：Ａ園、第２希望：Ｂ園、という申請内容と判断します。 

② 希望施設が、第１希望：Ａ園、第２希望：Ａ園、第３希望：Ａ園 の場合 

  ⇒第１希望：Ａ園、という申請内容（単願）と判断します。 
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※兄弟姉妹共に在園していて転園申請を行う場合、希望園を制限することで加点となる（入園

しやすくなる）ケースがあります。詳細はＰ２４をご覧ください。 

  

Ｑ：合計点６５点のＢ子さんが第 1 希望に○○保育園を記載し、合計点７０点のＡ子さんも第

2 希望に○○保育園を希望していた場合、どちらが優先して利用調整されるのですか？ 

Ａ：合計点の高い方から利用調整されます（この場合はＡ子さんになります。Ｐ３の図をご覧

ください）。希望施設の順番を変更することで保育園等へ入りやすくなるということはあ

りませんので、希望する順番に保育園等を記入してください。 

   

Ｑ：早めに提出したいのですが、提出する証明書等の証明日はいつからの日付が有効ですか？ 

Ａ：「入園のしおり」Ｐ１０【表８】にある、受付開始日以降(４月入園申込み時のみ９月１

日以降)に作成された書類を提出してください。 

 

Ｑ：兄弟姉妹で入園申請をし、「同園優先」を選択する場合、注意することはありますか？ 

Ａ：育児休業から復職予定で申請されている方については、「同園優先」を選択される際はご

注意ください。例えば、上の子が内定、下の子が保留となってしまった場合でも、入園し

た翌月１日までに復職する必要があります。下の子の預け先が確保できず、復職できない

事態になると、上の子の内定も取り消しとなります。復職するために兄弟姉妹同じ時期で

の内定が望ましい場合は、「同月入園」または「同時同園」の選択肢にすることで、兄弟

姉妹が別のタイミングで内定となることを防ぐことができます。ただし「同月入園」「同

時同園」の場合、兄弟姉妹の一人でも保育園に入れない場合、もう一方のお子様も保留と

なりますのでご注意ください。 

例 1）上の子が利用調整指数的に○○保育園に入れる可能性がある場合でも、下のお子様

がどの施設にも入れない場合は、兄弟姉妹共に保留となる（同月入園） 

例 2）上の子が利用調整指数的に○○保育園に入れる可能性がある場合でも、下のお子様

が○○保育園に入れない場合は、兄弟姉妹共に保留となる（同時同園） 

 

Ｑ：転園申請をする児童と新規申請をする児童が兄弟姉妹にいる場合、【兄弟姉妹で申込みす

る場合の希望条件】の選択をする際に注意することはありますか？ 

Ａ：すでに在園施設のある転園申請の児童と、まだ在籍のない新規申請の児童が同時に申請す

る場合、「同月入園」「同時同園」を選択すると、新規申請の児童に内定となる施設があ

っても、転園申請の児童が保留となる場合、新規申請の児童も保留になります。新規申請

の児童の在籍施設が決まることを最優先にお考えの場合はご注意ください。 

例）在園中の上の子が○○保育園を単願で転園申請し、新規申請の下の子が５施設希望園

を書いて「同月入園」を選択した場合、新規申請の下の子の希望施設に複数空きがあ

り内定となる状態であっても、上の子の転園申請が保留となる場合、下の子も上の子

の保留が要因で一緒に「保留」となります。  
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４ 令和７年度 利用調整指数表について 

基本指数 －利用調整指数表の表面－               

基本指数は提出していただいた申請書の内容に基づき、父母それぞれで１つずつ選択した事

由ごとに適用できます。（合算不可） 

例えば、母が仕事をしながら、同時に学校へ通われている場合は、母の事由として「労働」

「就学」のどちらかを選んでいただく必要があります。ここで選んでいただいた事由に基づ

く、いずれか１つの項目で指数が適用できます。 

 

参考：事由について 

 ①労働 ②出産 ③保護者の疾病・障害 ④同居親族等の介護・看護 

   ⑤災害 ⑥求職活動 ⑦就学 ⑧虐待・ＤＶ ⑨その他市長が認めた場合 

補足：ひとり親（に準ずる）世帯について 

ひとり親（に準ずる）世帯については、父母のうちどちらかの書類をご提出いただくこ

とができない状況にあることから、基本指数の計算方法が通常と異なります。 

詳細はＰ１８の「ひとり親」をご覧ください。 

【よくある質問】 

Ｑ：事由はいつ時点の状況で選択すればよいですか？ 

Ａ：入園希望月（月の１日目）時点の状況により選択してください。 

入園希望月の 1日時点ではどちらが主な事由となるか、という基準で選択してくださ

い。例えば、現在は仕事をしているが、入園希望月の１日時点では産前休暇を取得して

いる場合、入園月中に仕事へ復職することが困難な状況であれば出産の事由での申請と

なります。ただし、育児休業からの復職予定で申請している場合は、復職日を入園希望

月の 1日時点とみなします。なお、実際に入所となった場合は、入園月の翌月１日まで

に復職していただく必要があります。 

 

Ｑ：所沢市外に在住しています。所沢市内に勤務先があるため、所沢市内にある保育園等を

申請したいと考えています。仕事は月に４８時間行っており、現在住んでいる市から

は、保育の認定として「労働」の認定を受けています。この場合、所沢市の基本指数で

は該当する指数がありませんが、「労働」の事由で申請できますか。 

Ａ：市外にお住まいの方が所沢市内の保育園等を利用、申請する場合は、お住まいの自治体

の保育の必要な事由と所沢市の保育の必要な事由の両方の要件を満たしていただく必要

があります（詳しくは「入園のしおり」Ｐ３ をご覧ください）。 

所沢市における「労働」の事由で、条件のひとつである月６４時間以上の勤務を満たさ

ないため、このケースでは「労働」の事由で申請することはできません。 
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①労働                                                                   

●指数 

・月あたりの労働時間が１６０時間以上 

週あたりの労働時間が４０時間以上（就労証明書の「６ 就労時間（変則就労の場

合）」にて週間での証明がある場合のみ使用）                               2８点 

                   

・月あたりの労働時間が１４０時間以上１６０時間未満 

週あたりの労働時間が３５時間以上４０時間未満（就労証明書の「６ 就労時間（変則就労

の場合）」にて週間での証明がある場合のみ使用）              2６点 

 

・月あたりの労働時間が１２０時間以上１４０時間未満 

週あたりの労働時間が 30時間以上 35時間未満（就労証明書の「６ 就労時間（変則就労

の場合）」にて週間での証明がある場合のみ使用）                           2４点 

 

・月あたりの労働時間が１００時間以上１２０時間未満 

週あたりの労働時間が２５時間以上 3０時間未満（就労証明書の「６ 就労時間（変則就労

の場合）」にて週間での証明がある場合のみ使用）                           2２点 

                    

・月あたりの労働時間が８０時間以上１００時間未満 

週あたりの労働時間が２０時間以上２５時間未満（就労証明書の「６ 就労時間（変則就労

の場合）」にて週間での証明がある場合のみ使用）                           20点 

 

・月あたりの労働時間が６４時間以上８０時間未満 

週あたりの労働時間が１６時間以上２０時間未満（就労証明書の「６ 就労時間（変則就労

の場合）」にて週間での証明がある場合のみ使用）                          １８点 

 

・稼働予定（内定等を受け入園月の１日に就労している旨の⑤誓約書がある）  

 15点 

 

                             

●加算 

・月 20日以上の労働       

               2点 

 

・月 22日以上の労働       

               ４点 
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解説 

事由を「労働」で申請した場合に適用される指数です。 

この基本指数は申請書に添付のある「Ⓐ就労証明書」を基に判断します。 

稼働予定で申請の場合、「⑤勤務内容・求職活動に係る誓約書」を基に判断します。 

◎注意事項 

・指数は就労証明書の「6就労時間」に記載の時間及び日数で計算します。 

・労働時間に残業や通勤時間は含めません。 

・育児短時間勤務や部分休業を取得する場合も、通常（雇用契約上）の労働時間で算定

します。ただし、保育の必要量については、育児短時間勤務や部分休業を取得している

場合、取得中の労働時間をもとに決定します。なお、取得している育児短時間勤務や部

分休業の日数や時間が労働要件を満たさない場合は、認定の対象外となります。（例：

育児短時間勤務の勤務時間が実働３時間５５分の場合） 

・月の所定労働時間が６４時間に満たない方は該当しません。 

（月１６日以上、かつ、１日４時間以上を満たすことが必要です） 

・勤務時間に変動があり、1日 4時間未満の勤務がある場合、月あたりの労働時間や日

数からその勤務時間、勤務日数を除外したうえで指数を決定します。 

・Ⓐ就労証明書の「6就労時間（変則就労の場合）」に週間の就労時間（日数）を記載

の場合は４（週）を乗じて月あたりの就労時間（日数）とみなします。 

 

会社から内定等を受けていて、入園希望月１日時点で仕事を開始する予定がある方で、

「Ⓐ就労証明書」を会社に作成をしてもらうことができない場合は「稼働予定（内定等

を受け入園月に労働する誓約書がある） １５点」になります。この場合は、「⑤勤務

内容・求職活動に係る誓約書」の表面左側に内定した会社名や労働時間、日数などをご

自身で記載していただくことで１５点となります。（「Ⓐ就労証明書」を会社に作成し

てもらい、申請書に添付のある場合は、添付書類を基に判断します） 

なお、「稼働予定（内定等を受け入園月１日に就労している旨の⑤誓約書がある）」で

の保育の認定(在園)ができる期間は、内定先が決まっていることから１ヶ月間となりま

す。※期間内に、「Ⓐ就労証明書」を提出することで期間を更新できます。 

 

例）４月１日入園の場合 

⇒在園期間 

稼働予定（内定等を受け入園月に労働する誓約書がある） 

４月１日～４月３０日 

※期間内に、「Ⓐ就労証明書」を提出することで期間を更新できます。 

 

また、「稼働予定（内定等を受け入園月に労働する誓約書がある）」の場合は、「●加

算」に掲載されている指数は加算されません。 
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【よくある質問】 

Ｑ：月あたりの労働時間や日数はどのように判断するのですか？ 

Ａ：月あたりの労働時間は、「Ⓐ就労証明書」「６就労時間」に記載のある、月間の合計

時間で判断します。ただし、記載内容が１日あたりの就労時間と月間の日数等から算出さ

れる、月間の合計時間と一致しなかった場合、どちらか低い数値で判断します。なお、就

労日数が「平均１４～１６日」と記載されている場合は、中間の１５日を就労日数とみな

すため、「労働」の事由での認定はできません。 

 

例）ひと月あたりの合計時間が１６０時間（休憩 1200分）、1日あたりの就労時間が 9

時～１７時（休憩時間 60分）、ひと月あたりの日数１９日と記載されていた場合、

８時間×１９日＝１５２時間＜１６０時間のため、ひと月あたりの労働時間は１５２

時間として指数を判断します。 

 

Ｑ：雇用契約上、最低労働時間の条件を満たしていれば、日数や収入の実績が伴わない場合

でも対象となりますか？ 

Ａ： 病休等、会社での制度上の休み（有給休暇のみ）を取得している場合は、休みの日数も

勤務日数に含みます。通常の勤務日数に有給休暇の日数を足して労働要件を満たす場

合、対象となります。また、在園児においては、必要に応じて労働要件を満たす実績が

維持できているかを確認させていただいています。 

 

Ｑ：就労直後で勤務実績が少なく、６４時間を下回る場合はどうなりますか？ 

Ａ：「Ⓐ就労証明書」の「6就労時間」の欄で証明されている所定の労働時間が労働要件を満

たす内容であれば、「労働」の事由での認定が可能です。 

なお、「6就労時間（変則就労の場合）」欄を使用の場合、入園申請月の就労予定の状

況を確約いただける場合、予定の内容でご証明頂くことも可能です。 

 

Ｑ：夜勤があり、勤務日数が月１６日を下回る場合はどうなりますか？ 

Ａ：深夜０時をまたぐ８時間超の勤務は２日で数えます。その上で日数が不足する場合は 

「労働」の事由での認定はできません。 

 

Ｑ：恒常的に残業しています。会社に証明書を記入してもらえば、残業時間も労働時間に含

めてもかまいませんか？ 

Ａ：残業は労働時間に含めることはできません。会社が証明書等を発行した場合についても同

様です。 
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Ｑ：飲料販売や保険セールス等の外交員なので、労働時間が長いのですが、給料が出来高払

いとなっています。指数はどのように選択するのですか？ 

Ａ：給料が出来高払いであっても、「Ⓐ就労証明書」「６就労時間」に記載された就労時間

等により、指数を選択してください。 

 

Ｑ：ボランティアなど無給の場合は対象になりますか？ 

Ａ：給与収入などの対価が伴わない労働は対象となりません。 

 

Ｑ：親族や夫が経営する会社の手伝いをしていますが、労働を事由に入園できますか？ 

Ａ：給与収入などの対価が伴わない労働は対象となりません。これと同じ考えから、家事手

伝についても対象となりません。ただし、事業に専従している場合は、労働の事由とし

て申請することができます。 

  

Ｑ：夫婦で自営業を営む場合、妻が事業に専従していることをどうやって確認できますか？ 

Ａ：確定申告書の中で、事業専従者控除の有無で確認します。また、奥様が従事先からの給

与収入として申告している場合も確定申告書で確認できます。 

 

Ｑ：会社役員をしています。証明書はどう記載すればよいですか？ 

Ａ：確定申告等で「給与」として申告している場合は雇用されている場合と同様に、会社で

記載してもらいます。それ以外の「営業」等で申告されている場合は自営業同様ご自身

で記載し、確定申告の写し等＋スケジュールを添付してください。 

 

Ｑ：稼働予定とはどのような状態を指しますか？ 

Ａ：稼働予定とは、いわゆる内定の状態で現に働いていないが勤務先が決まっている場合

や、開業準備中の場合を指します。 

ただし、入園月の１日に仕事を開始する予定として、勤務予定先の会社が証明した「Ⓐ

就労証明書」がある場合「労働」の指数により利用調整を行います。 

 

 

②出産                                    

●指数 

・産前１ヶ月～産後２ヶ月の間に入園を希望する場合 

 ３２点 

解説 

事由を「出産」で申請した場合に適用される指数です。 
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この事由は、出産予定日から起算しての前月１日から、出産月から起算しての翌々月末

日までの間の入園を希望することができます。 

この基本指数で申請する場合は、出産予定日が確認できる書類（母子手帳の写しなど）

を添付いただくことで、認定期間や指数などを判断させていただきます。 

なお、出産要件で申し込みをされた場合、在園できる期間は出産月の翌々月末日までと

なります。 

※期間終了日以降も引き続き保育園等の利用を希望し、出産要件以外の事由に該当する

場合、改めて保育園等の新規入園申請を行っていただく必要があります。 

例）出産予定日が４月３日の場合（出産予定月が４月の場合） 

⇒入園希望できる日 

３月１日、４月１日、５月１日、６月１日入園 

⇒在園可能期間：３月１日～６月３０日 

出産要件以外の保育の必要な事由があり、７月以降も継続して利用したい場合は、７月１

日入園の申請を事前に行っていただけば、利用調整の結果、再度入園することが可能とな

る場合があります。 

（在園期間の終了日（月）は、出産日（月）から数えます。例えば出産日が３月２９日

（出産月が３月）となると、在園期間終了日は５月３１日になります。） 

Ｐ６の【よくある質問】で記載した通り、入園希望月１日時点で仕事へ復職することが困

難な状況で他に該当する事由がない場合も、出産の事由で申請していただく形になりま

す。 

  

③保護者の疾病・障害                                                       

●指数 

・1ヶ月以上入院している場合（予定の場合を含む）                    

35点  

・診断書の日常生活能力の程度が「1」の項目に該当する場合         

29点 

・診断書の日常生活能力の程度が「2」の項目に該当する場合         

26点 

・診断書の日常生活能力の程度が「3」の項目に該当する場合       

 25点 

・診断書の日常生活能力の程度が「4」の項目に該当する場合        

23点 

・指定用紙以外の診断書の交付を受けている場合                

15点 

・身体障害者手帳 1級、精神福祉手帳 1級又は療育手帳Ⓐ の交付を受けている場合 

32点 
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・身体障害者手帳 2級、精神福祉手帳 2級又は療育手帳 Aの交付を受けている場合 

31点 

 

・身体障害者手帳 3級、精神福祉手帳 3級又は療育手帳 B・Cの交付を受けている場合 

27点 

・身体障害者手帳 4・5・6級の交付を受けている場合                       

25点 

 

 

●加算 

・「⑥診断書」にて保育を必要とする程度が「1」                        

 2点 

・「⑥診断書」にて保育を必要とする程度が「2」・「3」                       

1点 

 

解説 

事由を「保護者の疾病・障害」で申請した場合に適用される指数です。 

この指数は申請書に添付のある「⑥診断書」、所沢市指定用紙以外の診断書、または各

手帳の写しを基に判断します。   

 

◎注意事項 

・所沢市指定用紙以外の診断書や、各種手帳の写しの提出であった場合は「●加算」に掲

載されている指数は加算されません。また、所沢市指定の様式であった場合のうち、入

院中である場合も「●加算」に掲載されている指数は加算されません。 

・指定用紙以外の診断書を添付いただく場合、その病状が原因で児童を家庭で育児をする

ことが困難であること（保育の必要があること）が明確であるような記載が必要です。 

 

④同居親族等の介護・看護                            

●指数 

・児童を介護している場合で、医師の指示により１か月以上付添入院が必要な場合またはそれ

に準ずる状態の場合 

３２点 

・児童(手帳 1級・療育Ⓐ・Aの交付を受けている）を介護している場合   

 25点 

・児童(手帳 2級・療育 B・Cの交付を受けている）を介護している場合 

  24点 

・成人(手帳 1・2級または介護度 4・5の同居一親等)を介護している   

23点 
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・児童(上記以外）を介護している場合              

     20点 

 

・成人（上記以外）を介護している場合                   

15点 

●加算 

・居宅内 

5点 

解説 

事由を「同居親族等の介護・看護」で申請した場合に適用される指数です。 

この基本指数は申請書に添付のある、介護を受ける方の「診断書」「介護保険証（写

し）」「身体、精神、療育手帳（写し）」と、介護を行う方（保護者）の「介護スケジ

ュール」を基に判断します。 

なお、ここで添付をいただく「診断書」は、介護を受ける方に関するものですので、様

式は不問です。 

「児童を介護している場合で、医師の指示により 1ヶ月以上付添入院が必要な場合また

はそれに準ずる場合」は、その内容が診断書にて読み取れた場合に適用される指数で

す。 

また、保育の必要量は「介護スケジュール」をもって判断します（保育の必要量につい

ては「入園のしおり」Ｐ５をご覧ください）。 

◎注意事項 

月の介護・看護に要する時間が６４時間に満たない方は該当しません。 

（月１６日以上、かつ、１週１６時間以上の介護・看護を満たすことが必要です） 

また、申請児童本人の介護・看護を理由とした申請は原則不可です。 

【よくある質問】 

Ｑ：介護スケジュールはどのようなものを提出すればよいですか？ 

Ａ：１週間（週ごとで不規則な場合は１ヶ月）の期間の介護スケジュールを提出して 

ください。様式は自由ですが、１日あたりの従事時間がわかるようご記載ください。 

 

Ｑ：手帳等の交付を受けておりませんが、どうすればよいですか？ 

Ａ：医師から診断書の交付を受けてください。様式は不問です。                                   

 

 

⑤災害                                    

●指数 

・災害の復旧（豪雨・地震・火災等、居住している住居を対象）                      

55点 
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解説 

事由を「災害」で申請した場合に適用される指数です。 

この基本指数は申請書に添付のある「罹災証明書」にて、申請保護者が居住する家屋

（物置等の居宅としていない施設は対象外）が全壊、または大規模半壊であると、証明

されていることを確認させていただきます。 

なお、大規模震災などでの災害ボランティアで遠方に行かれる場合は、この指数の対象

外となります。 

また、「災害」の事由で在園ができる期間は、全壊・大規模半壊であると証明されてか

ら１年間となります。 

 

 

⑥求職活動                                                              

●指数 

・求職中（求職活動支援機関等利用証明書あり）               

 10点 

 

・求職中                                  

5点 

 解説 

事由を「求職活動」で申請した場合に適用される指数です。 

この基本指数は申請書に添付のある「⑤勤務内容・求職活動に係る誓約書」を基に判

断します。 

「⑤勤務内容・求職活動に係る誓約書」の表面右側に、現在の求職活動内容を記入し

てください。 

ハローワークなどの求職活動支援機関等を利用しながら求職活動を行っている場合は

「求職中（求職活動支援機関等利用証明書あり） １０点」になります。この場合は

「⑤勤務内容・求職活動に係る誓約書」の裏面に、求職活動支援機関等から利用の証

明があることにより１０点となります。 

その他、インターネットや求人雑誌などを活用し、求職活動を行っている場合は「求

職中 ５点」となります。 

なお、「求職活動」で保育の認定（在園）ができる期間は、３ヶ月間となります。 

会社に就職内定し、仕事を開始することになった場合、期間内に「Ⓐ就労証明書」を

提出し、認定の変更をすることで在園期間を更新できます。詳細は「入園のしおり」

Ｐ４（注エ）をご覧ください。 
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例）４月１日入園の場合 

⇒在園期間 

求職活動 

４月１日～６月３０日 

※期間内に、「Ⓐ就労証明書」を提出し認定を変更することで期間を更新できます。 

 

【よくある質問】 

Ｑ：３か月以内に就職が決まっていない場合どうなりますか？ 

Ａ：３か月以内に就職が決まらない場合、退園となります。 

例：４月に求職活動を事由として入園したが３か月以内に就職が決まらなかった。 

⇒６月末で退園となります。６月中に退園の届出をお願いします。 

なお、上の例の場合、在園中に 7月入園の利用申し込みをしていただくことで、利

用調整の結果、再度入園することが可能となる場合があります。 

３ヶ月以内に就職が決まらない場合で、７月以降も引き続き利用を希望する場合

は、７月入園の申し込みをしていただいた上で、７月入園の締切日（６月中旬）ま

でに退園届をご提出ください。 

 

Ｑ：求職活動支援機関等利用証明書はどのように確認するのですか？ 

Ａ：「⑤勤務内容・求職活動に係る誓約書」裏面の様式にハローワーク等からの証明がある

か否かで確認を行います。 

 

 

⑦就学                                                                    

●指数 

・ハローワークでの職業訓練                       

 26点 

・月の就学時間が９6時間以上（学校教育法に定めるもの・準じた施設）                       

25点 

・月の就学時間が６4時間以上９6時間未満（学校教育法に定めるもの・準じた施設） 

     22点 

・上記以外（通信教育、日本語学校を含む）の就学      

     10点 

・入園希望月に就学が決定されている（スケジュール表の提出がない場合）（学校教育法に定

めるもの・準じた施設） 

13点 

・入園希望月に就学の予定がある                    

   8点 
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解説 

事由を「就学」で申請した場合に適用される指数です。 

この基本指数は、それぞれの状況に応じて提出する書類が異なります。 

 

「職業訓練受講指示書」「職業訓練受講推薦通知書」「就職支援計画書」のうちいず

れか書類の写し ＋ 「受講スケジュール」     ⇒２６点 

「在学証明書」または「合格通知等（確実に就学することがわかるもの）」 

＋ 「受講スケジュール」             ⇒２５点・２２点・１０点 

「合格通知等（確実に就学することがわかるもの）」 ⇒１３点 

「予定先がわかるもの（パンフレット等）」     ⇒８点 

 

なお、「入園希望月に就学が決定されている」、「入園希望月に就学の予定がある」

については、保育の認定（在園）ができる期間が１ヶ月間となります。 

学校等に合格し就学することになった場合、認定期間内に改めて合格通知書等と受講

スケジュールを提出いただくことで在園期間を更新できます。詳細は「入園のしお

り」Ｐ４（注オ）をご覧ください。 

 

◎注意事項 

・職業訓練を受ける予定で、「職業訓練受講指示書」「職業訓練受講推薦通知書」「就

職支援計画書」をお持ちでない場合は、「予定先がわかるもの（パンフレット

等）」を提出いただくことで就学予定（合格前）と同じ基準で判断します。 

・受講スケジュールの添付がなかった場合、在学証明書等の添付があっても就学予定

（合格前）の指数で判断させていただきます。 

・月の就学時間が６４時間に満たない方は該当しません。 

 （月１６日以上、かつ、１週１６時間以上の就学を満たすことが必要です） 

・職業訓練とは、主に公共職業能力開発施設で実施する職業訓練で、就職に必要な技能

及び知識、技能を習得するための訓練等を意味します。大学や専門学校は該当しませ

ん。 

 

【よくある質問】 

Ｑ：25 点・22 点・13 点に該当する就学とは何を指しますか？ 

Ａ：学校教育法第 1条・第 124条・第 134条第 1項に規定する、または、それに準ずる

施設を指します。 
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Ｑ：なぜ職業訓練は大学や専門学校より点数が高いのですか？ 

Ａ：「職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律」に基づき、求職者の

雇用と生活の安定を図るために、国が公費により就労に向けた支援をしている事業であ

ることから優位としたものです。「日本版デュアルシステム」「公共職業訓練（離職者

訓練）」「求職者支援訓練」を受けている（受ける）方をハローワークでの職業訓練と

して、指数の対象としています。 

 

Ｑ：通信教育の受講はどのように確認するのですか？ 

Ａ：通信教育の事業者が発行する受講証明書で確認します。 

 

 

⑧虐待・ＤＶ                                 

●指数 

・虐待・ＤＶを受けるおそれがある・受けている 

120点 

 

●加算 

・ひとり親 

５５点 

・ひとり親に準ずる状態 

２６点 

解説 

事由を「虐待・ＤＶ」で申請した場合に適用される指数です。 

この基本指数は、父母それぞれで加算される指数ではなく世帯として適用される指数で

す。 

この基本指数は、以下に挙げる公的機関からの証明書等をもって判断します。 

また、虐待・ＤＶの事由で在園ができる期間は、証明書等の証明日から起算して１年間

です。ただし、その後再度の証明がある場合は、それに応じて在園期間は延長されま

す。 

公的機関からの証明 

虐待：児童相談所または所沢市こども家庭センターからの依頼通知又は文書 

ＤＶ：配偶者暴力相談支援センター等からの「配偶者からの暴力の被害者の保護等に

関する証明書」（保護の事実が確認できる場合）、裁判所からの「保護命令」 

 

 

 

 



18 

 

【よくある質問】 

Ｑ：現在、夫からＤＶを受けており、避難をするために所沢市へ転入しました。配偶者暴力相

談支援センター等へ過去に相談をしたことがあります。この場合ＤＶの事由として対象と

なりますか？  

Ａ：ＤＶの認定には、既に行政機関等から必要な支援（保護）を受けており、配偶者暴力相

談支援センター等からの「配偶者からの暴力の被害者の保護等に関する証明書」（保護

の事実が確認できる場合）、または裁判所からの「保護命令」をご提出いただくことが

必要です。配偶者暴力相談支援センター等の保護をうけている、裁判所からの保護命令

が出ている、のいずれでもない場合はこの指数の対象外となります。 

 

 

⑨その他市長が認めた場合                                                     

 ●指数 

 ・その他市長が認めた場合                         状況による 

 

解説 

①～⑧の事由に該当しないが、保育園等の利用の必要性を市長が認めた場合に対象とな 

ります。 

例：国から配慮するよう通達があったもの（戦争や災害等からの避難等）について 

 

ひとり親                                     

●指数 

・ひとり親（離婚が成立し既に別居の状態にある、児童扶養手当認定者・ひとり親家庭等医療費

助成制度の対象者・戸籍謄本で確認できる方、等） 

５５点 

・ひとり親に準ずる状態（「⑦離婚を前提とした別居中等の誓約書」のうち、「ひとり親に準ず

る状態」となる場合） 

２６点 

解説 

事由は通常、保護者（監護者）ごとに判断しますが、離婚などにより父母のうちどちらか

の書類を提出できない場合（ひとり親世帯の場合）は、不在である保護者の基本指数とし

てこの指数を適用します。 

この指数は「戸籍謄本の写し」または「離婚裁判を行っていることを示す書類（夫婦関

係調整調停（離婚）の事件番号が記載されている呼出状など）」を基に判断します。 

離婚調停を行うために弁護士と契約を結んでいる等「⑦離婚を前提とした別居中等の誓

約書」に示す一部の状態の場合はひとり親に準ずる状態とみなします。 
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離婚等に伴うひとり親の範囲に限らず、ご自分の置かれた状況や世帯の状況が、申請に

あたり何に該当するのかがわからず提出書類が不明な場合は、保育幼稚園課にご相談く

ださい。 

 

【よくある質問】 

Ｑ：内縁関係のパートナーがいる場合、ひとり親指数の取り扱いはどうなりますか？ 

Ａ：内縁関係の場合は、児童扶養手当やひとり親家庭等医療費助成制度の対象とならないこと

から、ひとり親指数の加算の対象となりません。また、この様な場合は、通常の世帯と同

様の取扱いとなります（内縁関係のパートナーから「Ⓐ就労証明書」等の提出が必要で

す） 

 

Ｑ：離婚を前提とした別居をしている場合、ひとり親指数の取り扱いはどうなりますか？ 

Ａ：原則として、ひとり親指数の加算の対象となりません。相手方のⒶ就労証明書など、事由

が判断できるものをご提出いただくことにより、事由に応じた指数の決定をします。 

ただし、特定の事情により提出ができない場合は「⑦離婚を前提とした別居中等の誓約

書」の書類（所沢市ホームページからダウンロードできます）と、状況に応じた必要書類

のご提出をもって代えることができます。 

具体的な必要書類については「⑦離婚を前提とした別居中等の誓約書」をご覧ください。 

 

Ｑ：離婚調停は行っているが住民票上は同居している場合はどうなりますか？ 

Ａ：ひとり親指数の加算は既に別居していることが前提にあるため、住民票上の住所が同じで

ある限りにおいては相手方の事由が判断できる書類の提出が必要です。この場合、「離婚

裁判を行っていることを示す書類」の提出があれば、ひとり親に準ずる状態とみなすこと

が可能です。 

 

Ｑ：P.１７に示されている保護証明等はないが、ＤＶ避難をしている。所沢市に住民票がないが申請

はできますか？ 

Ａ：「虐待・ＤＶ」として申請はできませんが、配偶者暴力相談支援センター等に相談歴があ

れば「ひとり親に準ずる状態」として相手方の事由が判断できる書類なしに申請すること

が可能です。また、住民票がある自治体への申請が原則ですが、「居住届出書」を提出す

れば所沢市に住民票がない場合でも所沢市に直接申請することができます。 
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調整指数 －利用調整指数表の裏面－                  

調整指数は「家庭状況」（申し込みする児童以外にも兄弟姉妹がいる、生活保護を受けてい

るなど）と、「申請児童の現在の保育先」（認可外保育施設等を利用しているなど）の２つ

の内容に分かれます。 

なお、「家庭状況」については、該当する項目であれば複数の指数がつきますが、「申請児

童の現在の保育先」については、該当する項目が複数あっても１項目のみの適用となります

（該当する指数のうち一番高い点数欄の指数のみを適用できます）。 

例：申請している児童の保育先は、認可外保育施設を月１２日利用しているが、育児休業

もあわせて取得している場合 

 ⇒該当する指数としては、「認可外保育施設について、月１２日以上１５日以下の利用

実績がある場合」の８点、「育児休業中・産前産後休業中からの復職予定での入園申

請」の１１点と２つあります。この場合、一番高い点数の指数が適用されますので１

１点となります。 

 

調整指数（家庭状況）                              

減算                                       

・保育料等を滞納している人が世帯内にいる場合 

-50点 

解説 

現在保育園等に在園している児童（兄弟姉妹）や、過去に保育園等を利用した児童の保育

料等のうち、申請変更の申請日時点で所沢市へ納めるべき保育料等の滞納をしている方が

世帯内にいる場合に、この指数の対象となります。 

 

※この指数における保育園等は市内外の施設を問いません。また、世帯内とは、住民票上

で世帯分離をしているかどうかを問わず、申請児童の保護者と生計を一にする方を含みま

す。 

なお、申請児童の保護者と滞納をしている方が生計を別にしている場合、それぞれの公共

料金（電気、ガス、水道）の支払明細書（または検針票）の写しのうち２つをご提出いた

だければ、生計を別にする世帯として判断します。 

※「保育料等」とは、保育料、給食費のことを指します。 

 

なお、この指数に該当した場合の合計点は、すべての調整指数が付かない状態となった上

で、-５０点を加えた指数となります。 

例：基本指数６４点、調整指数１５点、合計指数７９点に、滞納の指数が適用される場合 

⇒調整指数の１５点が付かなくなる上で、－５０点を加えた指数となりますので、合計

点は６４点－５０点＝１４点となります。 
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【よくある質問】 

Ｑ：保育料等を滞納していたが、今回の申請にあたり、滞納分を納付したいです。申請日まで

に支払えば滞納の減算は対象ではなくなりますか。  

Ａ：保育料等を納付いただいてから、納付情報を市が得るまで時間を要します。既に納付いた

だいている状況であっても、市で確認が取れなかった場合、減算の対象となります。申

請、変更申請の提出日の直近で滞納している分の保育料等を支払った場合、支払った分の

納付書の写しを添付いただき、滞納分をすべて納付していただいたことを確認できれば、

この指数の対象外とすることが可能です。 

  また、申請後保留となり、滞納分を納付した場合も、納付した旨を届け出ていただかない

限り、減算の対象となります。 

 

 

・令和７年度中に内定辞退・取消があった場合  

（令和７年 4月入園のみ、令和６年度の 12月～3月入園の内定辞退・取消を対象として減

算します） 

               -20点 

解説 

この指数は次の場合に対象となります。 

➀令和７年度入園利用調整で内定となったにもかかわらず、内定の辞退をした場合 

➁令和６年度１２月～３月入園利用調整で内定となったにもかかわらず、内定の辞退を

した場合 

なお、②の場合、減算の対象となるのは令和７年度４月入園のみとなります。 

（令和７年度５月～３月入園では減算が外れます） 

 

【よくある質問】 

Ｑ：第４希望の保育園等に内定が決まりましたが、思っていたより遠く、施設の雰囲気も合わ

ないので辞退をしようと考えています。内定を辞退した場合、不利になりますか？ 

Ａ：内定を辞退した場合はいかなる事情であっても減算の対象となります。申請書で希望する

保育園等は、予め見学などを行い、ご確認いただいたうえで希望をしてください。 

 

Ｑ：内定後に転職をした結果、勤務時間が短くなりました。指数が下がってしまいそうなので

すがどうなりますか？ 

Ａ：内定後に指数の変動があった場合、内定が取り消しになる場合があります。内定の取り消

しも内定辞退と同様に取り扱いますので、この指数の対象になります。 
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・入園申請の無い就学前（小学校入学前）の他児童がいる場合 

（児童介護、他施設等で保育している場合を除く）     

          -30点 

解説 

  申請する児童以外に入園希望月 1 日時点で生後 8 週を迎えている就学前の兄弟姉妹がい

て、その兄弟姉妹の申請がなかった場合にこの指数の対象となります。ただし、その兄弟

姉妹が、介護を要するために申請をしていない、職場内託児所などの保育施設等を利用し

ているため申請をしていない、といった状況の記載が申請書類にあれば指数の対象外とな

ります。 

  なお、ここでいう申請とは、後述の「利用調整の結果が保留になった場合に、育児休業の

延長を許容できる場合」での申請は含みません。 

  

例：第１子は２歳になるので保育園等に入園させたいが、第２子はまだ５ヶ月なので、同

居の祖父母が保育をする。 

⇒この指数の対象となります。 

 

・市外在住者で転入予定を示す書類がない場合               

   -50点 

  解説 

   所沢市外から転入する予定で申し込みをするが、申請書類に転入する予定がわかる証明書

（アパート等の賃貸契約書の写し、家屋の売買契約書の写し、転入先で同居する方からの

同居を証明する旨の申立書（例えば祖父母宅への転居予定の場合、祖父母からの、同居を

することを証明する誓約書等が必要です。※誓約書の様式は自由））の添付がない場合

に、この指数の対象となります。 

また、転入予定はなく、所沢市に勤務地があることが理由で申し込みをする場合も、この

指数の対象となります。 

里帰り出産を理由とする入園申請の場合は、この指数の対象外です。 

※所沢市外にお住まいの方が所沢市内の保育園等を申し込む際の手続き方法は、「入園の

しおり」Ｐ１３をご覧ください。 

【よくある質問】 

Ｑ：４月入園を希望していて、転居先の契約日が１月です。物件は決まっており、内覧に行っ

たことを証明する書類は提出できるのですがどうなりますか？ 

Ａ：転居先の住所が確定していることを示す証明書がない限りは減算の対象です。申請変更の

締切日（令和７年４月入園であれば１２月１３日）までに契約書等の提出があれば減算の

対象から外れます。 
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Ｑ：転入予定で４月入園を希望しているが、締切日までに契約書の提出はできません。結果が

出るより前に実際に転入した場合、所沢市民として取り扱ってもらえますか？ 

Ａ：申請変更の締切日までに転入予定を示す契約書等の提出や、保育幼稚園間での転入手続き

もない場合、減算の対象となります。 

 

・利用調整の結果が保留になった場合に、育児休業の延長を許容できる場合 

※別途「②育児休業延長の許容に関する申出書」の提出が必要です。 

-１０0点 

  解説 

利用調整の結果が保留になった場合に、育児休業の延長を許容できる場合で、「②育児休

業延長の許容に関する申出書」の提出があった場合にこの指数の対象となります。 

ただし、あくまで利用調整指数の減算であり、保留を確約するものではありません。利用

調整の結果内定となった場合、内定を辞退したとしてもその月の利用調整結果は保留にな

りません。その他注意事項は「②育児休業延長の許容に関する申出書」をご確認くださ

い。 

 

・入園、転園した当該年度内の転園希望（兄弟姉妹が在園する施設のみ希望する場合を除く） 

 ※市外園から市内園への転園の場合は除きます。 

                                   -40点 

 

・同居している６５歳未満の祖父母が月１６日以上かつ月６４時間以上、労働または介護、就学

に当たっていない場合（疾病・障害で保育に当たることができない場合を除く） 

※勤務内容の誓約(誓約稼働)及び求職活動を事由をすることは不可。 

※祖父母の住所地が父母と同じ場合、同居として判断します。 

祖父母一人ずつに対し、各-１点 

解説 

６５歳未満の祖父母が父母と同居している場合で、その祖父母が月１６日以上かつ月６４時間

以上、労働または介護、就学に当たっていない場合、同居している該当者に対して各１点ずつ

減点となります。祖父母に疾病や障害があり、保育にあたれない場合は減点になりません。 

６５歳未満の祖父母と同居している場合、祖父母の月１６日以上かつ月６４時間以上、労働ま

たは介護、就学に当たっていることがわかる書類や、疾病・障害の状態のわかる診断書または

各種手帳の写しを提出いただくことで減点の対象外となります。「月１６日以上かつ月６４時

間以上、労働または介護、就学に当たっていることがわかる書類」とは、保護者が「保育の必

要な事由(認定事由)」を証明するもの(就労証明書や診断書等)と同様のものとなります(ただ

し、「⑤勤務内容・求職活動に係る誓約書」(誓約稼働含む)は対象外)。 

祖父母の住所地が父母と同じ場合、世帯が別であっても同居として判断しますので、「保育の

必要な事由を確認できる書類」の提出がない場合は減点の対象となります。 
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 ※複数の事由を同時に行っている場合、祖父母に限っては日数及び時間を合算することが可能

です。 

補足：年齢について 

【６５歳未満】の方は、１９６１年（昭和３６年）４月２日以降に生まれた方を指します

（令和７年度に満年齢で６５歳未満の方を指します）。 

 

 

入園翌年度以降の転園                                                                      

・兄弟姉妹が在園中の保育園等のみを希望施設として、転園申請する場合（下段の指数と併用し

ない） 

10点 

・別々の保育園等に通う２人以上の兄弟姉妹が、「３ 同時同園」で転園申請する場合（上段の

指数と併用しない） 

１０点 

解説 

この指数は、別々の保育園等に通っている兄弟姉妹を、同じ保育園等に転園となるように

申請した場合に対し、加算を設けたものになります。なお、この指数における保育園等

は、市内外の施設を問いません。 

加算される条件は、以下の２点の両方を満たすことが必要になります。 

 

①入園した年度の翌年度以降に、保育園等からの転園申請をする 

  

    

 

 

 

 

  

 上の例で、第２子を第１子がいるＡ保育園に転園となるよう申請する場合、この指数 

（１０点）の加算の適用は令和７年度からになります。 

 

②兄弟姉妹が在園している保育園等のみを希望する。または、別々の保育園等に通う２人以

上の兄弟姉妹で、同じ園へ同じ時期での転園（同時同園）を希望する。 

 

A. 兄弟姉妹が在園している（在園となる）保育園等のみを希望する 

例）第１子・・・【保育園等】Ａ保育園に在園 

  第２子・・・【保育園等】Ｂ保育園に在園 

  第３子・・・【保育園等】Ｃ保育園に在園 

第１子が

Ａ保育園

に入園。 

第２子を第１子と同じＡ保育園

に転園となるよう申請。 

⇒入園した年度から翌年度の転

園申請なので、加算の条件①を

満たす。 

令和６年

９月１日 

第２子が

Ｂ保育園

に入園。 

令和６年

５月１日 

令和７年

４月１日 

令和７年

２月１日 

第２子を第１子と同じＡ保育園

に転園となるよう申請。 

⇒入園した年度の転園申請なの

で、加算の条件①を満たさな

い。 
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 ⇒加算対象 

  例１：第１子が、第２子がいるＢ保育園のみへの転園を希望する。 

  例２：第３子が、第１子がいるＡ保育園と第２子がいるＢ保育園への転園を希望 

する。 

 ⇒加算対象外 

 例３：第１子が、第２子がいるＢ保育園と、近隣のＤ保育園を希望する。 

 例４：第２子は第１子がいるＡ保育園のみを希望し、第３子は第２子がいるＢ保育園

のみを希望する。 

 

◎例３のように、希望する保育園等が、兄弟姉妹が在園している保育園等以外を選択し

た場合、この指数の対象外となります。 

転園となった際に、兄弟姉妹が同じ園で登園しない可能性がある申請状況であるた

め、加算対象外となります。 

例４は、この指数が加算される条件である、「２人以上の兄弟姉妹で、同じ園へ同

じ時期での転園（同時同園）を希望する」を満たしていないため、加算対象外とな

ります。 

 

B. ２人以上の兄弟姉妹で、同じ園へ同じ時期での転園（同時同園）を希望する。 

例）第１子・・・【保育園等】Ａ保育園に在園 

  第２子・・・【保育園等】Ｂ保育園に在園 

 ⇒加算対象 

  例１：第１子と第２子が、同時同園で、Ｃ保育園、Ｄ保育園への転園希望をする。 

 ⇒加算対象外 

  例２：第１子と第２子が、同園優先で、Ｃ保育園、Ｄ保育園への転園希望をする。 

  例３：第１子と第２子が、同月優先で、Ｃ保育園、Ｄ保育園への転園希望をする。 

 

◎転園の希望が成立した場合、兄弟姉妹が同じ園へ登園できる状況になることが加算の

条件となります。加算対象外で挙げたパターンは、転園の希望が成立した場合、兄

弟姉妹が別々の園に在園する可能性があることから、この指数の対象外となりま

す。 

 

補足：その他の加算対象外 

以下に挙げた例の場合は、加算対象外となります。 

例）第１子・・・【認可外保育施設】Ｄ保育園に在園 

  第２子・・・【保育園等】Ｂ保育園に在園 

⇒第１子が、第２子がいるＢ保育園を希望する。 
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◎認可外保育施設に在園している児童が保育園等に入園する場合は、転園ではなく新規

の入園としての取扱いとなります。なお、認可外保育施設ではなく、幼稚園に在園を

している場合についても同様となります。 

例）第１子・・・【認定こども園】Ｅこども園に、１号認定として在園 

  第２子・・・【保育園等】Ｂ保育園に在園 

 ⇒例１：第１子が、第２子がいるＢ保育園を希望する。 

  例２：第２子が、第１子がいるＥこども園を、２号（３号）認定として 

転園希望する。 

  

◎１号認定は教育を受けるにあたり市区町村が認定するものです。認定こども園に１号

認定として在園している児童は、利用調整上での考え方としては幼稚園に在園をして

いる児童と同じ取扱いとなります。（２号認定として）保育園等に入園する場合は、

転園ではなく新規の入園としての取扱いとなります。 

 

補足２：区分「入園翌年度以降の転園」で、両方の指数に該当する場合 

区分「入園翌年度以降の転園」にある２つの指数につきましては、どちらにも該当する状

況であった場合、１つだけ適用する（併用しない）取扱いとなります。 

例）第１子・・・【保育園等】Ａ保育園に在園 

  第２子・・・【保育園等】Ｂ保育園に在園 

  第３子・・・【保育園等】Ｃ保育園に在園 

第４子・・・【保育園等】Ｄ保育園に在園 

 ⇒第３子、第４子が、同時同園で、Ａ園、Ｂ園を希望する 

 

※本加点が該当する申請で、教育・保育給付認定変更申請書で「現在入園している施設の継

続を希望しません。」を選択した場合、申請をした最初の月は１０点を加点したうえで利用

調整を行いますが、翌月以降は転園申請ではなく新規入園申請の扱いとなるため、加点を外

したうえで利用調整を行います。 

 

育児休業取得に伴う退園                            

・育児休業取得と同時に一時退園した児童と出生児が共に育児休業明けに入園を希望する場合 

（令和７年３月３１日までの一時退園が対象）                          

 100点 

解説 

育児休業取得に伴い、市内の保育園等を退園された児童が、育児休業からの復職を目的

として、出生児童と共に入園の申請をした場合の指数となります。 

詳細は「入園のしおり」Ｐ１９をご覧ください。 
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なお、育児休業取得と同時に一時退園していただく運用については令和５年１０月３０

日に廃止となりました。本指数は令和７年３月３１日までに育児休業取得に伴い一時退

園された方が対象となります。 

 

※市内の保育園等に内定となった場合、入園月の翌月１日までに元の勤務先に復職して

いただく必要があります。詳しくは「入園のしおり」（P16）をご覧ください。 

 

※前述の「利用調整の結果が保留になった場合に、育児休業の延長を許容できる場合」

に該当する場合には、この指数は兄弟姉妹共に適用されません 

 

 

兄弟姉妹                                   

・兄弟姉妹に小学生の就学児童あり           

 1点 

・兄弟姉妹（多胎児含む）が保育園等を利用中または申請中の場合                                      

 5点 

・兄弟姉妹に小学校入学前の児童あり（本人含む） 

2 人…1 点  3 人…2 点 4 人…3 点 以降一人あたり 1 点加算 

 

 

解説 

申請児童の兄弟姉妹（多胎児含む）に関する指数です。 

この指数における保育園等は、市内外の施設を問いません。 

兄弟姉妹の人数は、申請書を提出した時点で誕生している兄弟姉妹の人数で計算されま

す。 

※申請書に記載のある兄弟姉妹の状況で判断します。申請後に児童が誕生した場合は、

速やかに申請内容の変更届をご提出ください。 
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【よくある質問】 

Ｑ：令和７年度４月入園を、兄弟（２人）で申請しようと考えています。第１子は２歳児で、

第２子は令和７年１月出産予定での申請です。 

令和７年度では２人兄弟にはなりますが、申請時点では第２子はまだ生まれていない状態

です。この場合、「兄弟姉妹が保育園等を利用中または申請中の場合」「兄弟姉妹に小学

校入学前の児童あり（本人含む）」の指数はどのようになりますか。 

Ａ：「兄弟姉妹が保育園等を利用中または申請中の場合」の指数 

   出生しているか否かに関わらず、申請時点で利用中または申請中かどうかで指数を判断

します。このため、第２子は申請時点で生まれていませんが、第１子、第２子共に指数

がつきます。 

ただし、申請後、第２子を家庭で保育をしたい等で第２子の申請を取り下げた場合、第

１子はこの指数の対象外となります。 

「兄弟姉妹に小学校入学前の児童あり（本人含む）」の指数 

申請時点で誕生している兄弟姉妹の人数で指数を判断します。令和７年度４月入園に関

する変更届の締切りは令和６年１２月１３日（金）ですので、この場合、第２子は兄弟

姉妹の人数としてカウントしません。 

したがって、第１子の「兄弟姉妹に小学校入学前の児童あり（本人含む）」の指数にお

いては、第２子を人数としてカウントできません（指数がつきません）。しかし、（出

生予定の）第２子の指数においては、第１子を人数としてカウントできます（指数がつ

きます）。 

未出生児が生まれた場合は、速やかに申請内容の変更届をご提出ください。 

 

 

混合保育又は医療的ケア児                                   

・混合保育入園審査会又は医療的ケア児入園審査会で集団保育が必要とされた児童が４月入園申

請をする場合   

 120点 

 

  解説 

混合保育…心身に何らかの障害や言葉の遅れがある児童を、保育園等で他の児童と一緒に

保育することで、相互の成長発達を促すことを、所沢市では混合保育といいます。 

この指数は、混合保育入園審査会で、心身に何らかの障害や言葉の遅れがある児童の、集

団生活の可否について判断し、可となった場合の加算です。 

 

医療的ケア児…日常生活を営むために医療的ケアを要する児童のことです。 

この指数は、医療的ケア児入園審査会で、医療的ケア児保育の実施の可否について判断

し、可となった場合の加算です。 
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なお、混合保育又は医療的ケアの制度を利用して入園する場合、あらかじめ市内の保育園

等での受入れ体制（加配）を整える必要があることから、４月入園のみの指数となりま

す。 

混合保育審査会と医療的ケア児入園審査会での結果がどちらも「可」となった場合でも、

この指数の上限は 120点となります。 

 

【よくある質問】 

Ｑ：混合保育入園審査会（又は医療的ケア児入園審査会）の可否にて、可と判断されました。

必ず保育園に入れますか。 

Ａ：混合保育入園審査会（又は医療的ケア児入園審査会）で可と判断された場合も、調整指数

の加算をした上で通常の利用調整を行います。このため、施設の空き状況などにより入園

できない場合があります。 

 

 

生活保護                                   

・生活保護受給中の世帯 

        10点 

 

 

保護者                                    

●保育士資格等を有し市内の認可保育園・認定こども園・地域型保育事業所に勤務中（育児休業

からの復職を含む）または勤務予定 

※転園を除く                

・新規就労予定 

 15点 

・勤務中（育児休業から復職を含む） 

 ４点 

 

 

解説 

保護者が市内の保育園等で保育士として仕事を始める（予定の）場合や、現在市内の保

育園等に在籍している場合（育児休業等からの復職をする場合を含む）に、この指数の

対象となります。 

この指数の加算を適用するためには、以下の３点全てを満たすことが必要になります。 

 

① 申請書に添付された「Ⓐ就労証明書」で、勤務先が市内の保育園等であることが

確認できる。 
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②「保育士加算に関する確約書」（確約書にある各項目について就労者が確約し、そ

の確約した者を雇用するということを勤務先の保育園等が証明する書類）を作成

し、申請書に添付がある。 

③保育士証（資格取得予定の場合は保育士登録事務センターの申請受付）の写しの添

付がある。 

 ※幼保連携型認定こども園に勤務する場合は幼稚園教諭免許状・資格取得（習得）

見込証明書等の写しも可 

 

補足１：「保育士加算に関する確約書」について 

「保育士加算に関する確約書」については、市内の保育園等で配布、またはホームページ

からダウンロードができます。 

 

補足２：指数の対象外となる事例 

次に該当する場合は、この指数の対象外となります。 

・保育園等からの転園（２歳クラスまでの保育園等から卒室、卒園する場合を除く） 

 

 

【よくある質問】 

Ｑ：保育士加算を適用して入園しましたが、事情があり離職しました。再度、市内の別の保育

園に就職をする予定ですが、退園となりますか。 

また、退園となる場合、もう一度保育園の申し込みを行いますが、この指数の加算はあり

ますか？ 

Ａ：１年未満で離職をされた場合、市内にある別の保育園等に就職するとしても、勤務を誓約

した保育園等での保育の質の低下を招くおそれがあり、保育士加算の趣旨に反するため、

離職した月末で退園をしていただきます。 

（保育園等から解雇された、倒産した場合を除きます。離職票の離職区分で確認します。Ｐ

２９掲載の離職区分コードを参照ください） 

 また、１年間の勤務を確約しての保育士加算を既に適用していることから、入園後１年以

内は再度の適用はありません。 

 

 

・単身赴任中 

                3点 

解説 

保護者の方が単身赴任である場合に、この指数の対象となります。①教育・保育給付認定

申請書兼現況届表面の単身赴任欄のチェックが確認できた場合、加算となります。 
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申請中、勤務地の移動等で単身赴任となった場合は、⑨施設等申請変更届出書で単身赴任

である旨を届け出してください。 

また、転園申請の場合について、「教育・保育給付認定申請書兼現況届」及び「教育・給

付認定変更申請書」にて単身赴任である旨を確認できた際に、指数の対象となります。 

 

・生計を維持する者の自己都合によらない失業により就労の必要性が高く、離職日から３か月以

内に「求職活動」の保育要件で申請をする場合  

10点 

 

解説 

生計を維持する者（保護者、または児童の監護者）が、自己都合によらない失業となり、

かつ早期の就労をする必要が高い状況であることから、離職日から３ヶ月以内に保育園等

の申請をした場合に、この指数の対象となります。 

なお、どの保護者（監護者）が生計を維持する者であるかは、前年度の所得の多寡で判断

します。 

この指数は、該当者の申請事由が求職活動である場合で、申請書に雇用保険受給資格者証

の写しの添付がある場合に対象となります。また、雇用保険受給資格者証の離職区分（コ

ード）が、次の番号のうちいずれかであることが必要です。 

離職区分（コード） 

１Ａ（１１） １Ｂ（１２） ２Ａ（２１） ２Ｂ（２２） ３Ａ（３１）  

３Ｂ（３２）  
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調整指数（申請児童の現在の保育先）                             

調整指数（申請児童の現在の保育先）は、該当する点数欄のいずれか一つを選択できます。 

※市内の保育園等に在園している児童の転園申請の場合は、加算対象外となります。 

 

・申請時点で所沢市から教育・保育給付認定を受けており、地域型保育事業や２歳児クラスまで

の認可保育園を卒園・卒室して４月入園を希望する場合 

※通常の希望園は２０点、連携園や系列園は１００点となります。 

※事業所内保育事業の従業員枠を利用している場合はこの指数の対象外となります。 

２０（１００）点 

解説 

申請時点で所沢市から教育・保育給付認定を受けている児童で、２歳児クラスまでの保育

園等を利用していて、卒園、卒室（２歳児クラスの３月３１日まで在園）を迎えることに

より、翌年度４月から新たに別の保育園等の利用を希望する場合に、この指数の対象とな

ります。この指数における２歳児クラスまでの保育園等は、市内外の施設を問いません。

(事業所内保育事業所に従業員枠で入所している児童は除きます。) 

なお、連携園、系列園の希望施設については１００点の加算で、それ以外の保育園等では

２０点の加算での利用調整を行います。（この指数は、希望する施設によって合計点が変

動する指数です。例えば、第１希望を連携園、第２希望を連携園以外とした場合は、第１

希望の審査の際に１００点、第２希望の審査の際に２０点を利用調整指数に加算した上で

の調整を行います） 

 

補足：連携園、系列園について 

【連携園】 

連携園については、各２歳児クラスまでの保育園等へお問い合わせください。 

【系列園】 

優々保育園 ⇒ 優々の森保育園 

小手指向陽保育園 ⇒ 向陽保育園 

きたの第 2保育園・きたの保育室西所沢 ⇒ 北野保育園 

東所沢たんぽぽ駅前保育園 ⇒ 東所沢たんぽぽこども園 

よつば陽明保育園、あおぞら陽明保育園、なごみ陽明保育園 ⇒ 陽明保育園 

れんげほしのこ保育室 ⇒ れんげこども園 

所沢文化保育園 ⇒ くすのき台保育園・所沢中央文化幼稚園・所沢第六文化幼稚

園・所沢文化幼稚園 
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※ 申請時点で所沢市から教育・保育給付認定を受けており、２歳児クラスまでの保育園

等を卒園、卒室（２歳児クラスの３月３１日まで在園）し、翌月の４月の入園申請をし

た場合に加算となります。このため、卒園、卒室後の翌月４月入園の申請をされず、

翌々月５月以降から保育園等の申請を開始する場合や２歳児クラスの３月３１日より前

に退園された場合は加算対象外となります。 

 

・申請時点で所沢市から教育・保育給付認定を受けており、事業所内保育事業の従業員枠を利用

している場合 

10点 

 

解説 

申請時点で所沢市から教育・保育給付認定を受けている児童で、事業所内保育事業の従業

員枠を利用しており、保育園等の利用を希望する場合に、この指数の対象となります。所

沢市で認定の有無を確認するため、添付いただく書類はございません。 

また、申請時点で所沢市から教育・保育給付認定を受けていない児童はこの指数の対象外

となります。 

 

・認可外保育施設・一時預かり事業・事業所内・企業主導型保育施設について月１６日以上の利

用実績がある場合 

10点 

 

・認可外保育施設・一時預かり事業・事業所内・企業主導型保育施設について月１２日以上１５

日以下の利用実績がある場合 

8点 

解説 

認可外保育施設や、一般型一時預かり事業、事業所内保育施設、企業主導型保育施設を

利用している場合に、保護者の負担を考慮し、この指数の対象としております。この指

数の対象となるには、申請書に「④『一時保育・認可外・事業所内・企業主導型』保育

施設利用証明書」の添付が必要です。 

複数の保育施設を利用した場合、日数を合算することができますが、同一の期間に関す

る証明であることが明確であることが必要です。 

なお、これ以外のファミリーサポート、ベビーシッター等は加点の対象外となります。 

 

※「④『一時保育・認可外・事業所内・企業主導型』保育施設利用証明書」は、利用証

明日時点で 1 か月以上利用していることが必要です。 

例）６月入園希望（利用証明日が５月１５日）の場合 

⇒５月１５日の時点で１か月以上利用していること（４月１６日以前から利用している

こと）が必要です。 
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・市外の保育園等に通っている場合 

６点 

解説 

申請児童が、所沢市外の保育園等へ通っている場合に、この指数の対象となります。 

「①教育・保育給付認定申請書兼現況届」の裏面に記載していただいた「現在の状況（日

中の主な教育保育場所）」などで在園施設を確認いたします。 

 

上記以外                                    

・幼稚園、認定こども園（幼稚園部分）に通っている場合 

             2点 

・養護施設等に入所中の場合              

 17点 

 

  解説 

養護施設とは、児童福祉法に掲げる「乳児院」「母子生活支援施設」「児童養護施設」

等を指します。「①教育・保育給付認定申請書兼現況届」の裏面に記載していただいた

「現在の状況（日中の主な教育保育場所）」などから在園施設を確認させていただき、

入所（通所を除く）の事実を確認できた場合に、この指数の対象となります。 

 

保護者が保育                                 

・「労働」の保育要件で、かつ育児休業中・産前産後休業中から復職予定での入園申請 

    １１点 

解説 

育児休業・産後休業明けの利用を目的として「労働」の事由で申請した場合に対象とな

る指数です。申請書に添付をいただいた「Ⓐ就労証明書」にて、申請時点で育児休業

中・産前産後休業中である事が確認できた場合にこの指数の対象となります。 

※市内の保育園等に内定となった場合、入園月の翌月１日までに元の勤務先へ就労証明

書に記載された時間・日数で復職していただく必要があります。詳しくは「入園のしお

り」Ｐ１６をご覧ください。 
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【よくある質問】 

 Ｑ：令和７年４月入園を申請しようと考えていますが、この指数の加算となるためには、令和

７年３月末まで育児休業期間があることが必要ですか？ 

 Ａ：申込み時点で育児休業中であれば加算の対象となります。令和７年４月入園の場合では、

例えば復職予定日が令和６年１２月１日であっても、申込日（令和６年１１月１日から１

２日）時点で育児休業中であれば、加算となります。 

 

 Ｑ：産前期間中に入園できるように「出産」の事由で保育園の申請をする予定です。「Ⓐ就労

証明書」を添付すれば加算されますか？ 

Ａ：「労働」の事由で申請した場合にのみ加算されます。Ｐ６の例のようなケースを含め、

「出産」の事由となる場合には加算の対象外です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                     

◎本紙に記載のない点で、確認されたい点がございましたら、保育幼稚園課までお問い合わせください。 

所沢市役所 保育幼稚園課 

電話：０４－２９９８－９１２６ 


